別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：職業訓練費　目：技能向上対策費
	事業名:認定職業訓練校運営費補助金　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　産業人材育成担当　電話番号：058-272-1111（内3128）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：20,200千円（前年度予算額：20,200千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　中小企業の事業主又は中小企業団体が雇用する従業員等を対象に実施する職業能力開発促進法の認定を受けた職業訓練（認定職業訓練事業）に対して助成を行う。
　（１）補助対象者

　　　職業能力開発促進法第24条第１項の認定を受けた職業訓練（認定職業訓練）を実施する県内の中小企業の事業主又は中小企業団体
　（２）補助対象事業
　　  中小企業の事業主等がその雇用する従業員に対し、実施する認定職業訓練事業

（３）補助対象経費
　  ①認定職業訓練の運営費
職業訓練指導員等の謝金、教材購入等に要する経費
②　認定職業訓練のための施設の設置費
認定職業訓練に使用する教室、実習場等の施設の設置に要する経費
（職業能力開発促進法第31条の職業訓練法人のみ対象）
③　認定職業訓練のための設備の整備費
認定職業訓練に使用する機械等の設置または整備に要する経費
（中小企業事業主の団体のみ対象）
（４）助成限度額
      補助対象経費の３分の２以内の額（最大）
	２　所要経費


　①認定職業訓練の運営費に係る助成

・普通課程 　　　              　　　　 8,731千円
　　・短期課程　　　             　　 　　 11,469千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


なし
	２　これまでの取組状況


　昭和６３年度から助成を開始し、労働者の職業能力の開発及び向上のため中小企業事業主等が行う認定職業訓練の支援を実施した。
	３　これまでの取組に対する評価


　中小企業等では個々の人材育成が困難であるため、認定職業訓練により後継者の育成・技能の承継を実施していく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	20,200
	10,100
	
	
	
	
	
	
	10,100

	要求額
	20,200
	10,100
	
	
	
	
	
	
	10,100

	決定額
	20,200
	10,100
	
	
	
	
	
	
	10,100


